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ABSTRACT
The paper considers the formation of gender in the modern Japanese educational system, and based 

on a questionnaire about gender given to the author’s own students provides recommendations on how 
gender issues should be treated in a modern educational setting. Paying particular attention to the founda-
tion of the modern Japanese educational system in the postwar period, it begins with a historical survey of 
gender and education. This survey shows that changes in the postwar home economics curriculum are seen 
to be symptomatic of gender issues in education; it also reveals the crucial role of the teacher/educator in 
shaping gender awareness and attitudes in students. Acknowledging this gender shaping role, and using 
the results of the student questionnaire, the paper concludes with recommendations for innovative programs 
that develop sensitivity to gender issues at teacher training institutions.

論　文

１．はじめに
人はそれぞれに個性をもち、多様な力を発揮する
存在である。その人は生物学的には男、女として生
まれ、その後に所属する社会のしくみや期待、文化
や歴史的背景の影響や作用を受けて男らしさ、女ら
しさ、がつくられる。そうした中でジェンダー（gender）
という概念はその社会的・文化的に形成される男女
の性差を明確にした。さらに、そのジェンダーが示
したのは、ジェンダーが時代や社会の変化によって
変化し構築される可変性をもち、ジェンダーのあり
ようは変化させたり再構築することができるもので
あることも示してきた。そうした観点に立つと、現
在まで多くの人が実社会において獲得したジェンダー
を基盤にして、日常生活において言動をとってきた
ことになる。その結果、社会には男女の差異や偏り
などが時に強く固定されるジェンダー・バイアスが
生じ、その後も存在し続けるという認識も広まった。
その力は現代においても大きく、世代から世代へ、
個人を超越する大きなあり様として再伝達され再生

産される構造をもち続けて存在していることを認識
せざるを得ない。
こうした情況で人に求められるのは、ジェンダー
へのかかわり、すなわち少なからずジェンダーに敏
感な存在であることである。そして、人はジェンダー
の形成への認識と日常の言動をジェンダーから考え
発信することで、今後の社会構造変革につなげ、少
子高齢化、労働人口不足などへ対応した新たな社会
を形成し未来を求める必要があろう。
では、人はどのようにしてジェンダーに敏感にな
りえるのであろうか。そのひとつには教育の力とく
に学校教育の作用が大きいといえよう。その理由は
学校教育が社会のありようを人々に伝達し、こうあ
るべきとされる人の型を示しつつ教育展開してきた
からである。実際、明治期からの学校教育は「良妻
賢母」教育などを典型に、「男らしさ」、「女らしさ」
を様々な教育内容・方法、教育課程をとおして実現
してきた実績があるといえる。ならば、その学校教
育がもつ作用をジェンダーに敏感な人間形成に向け
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ることも可能なはずである。それを実現するために
は、制度や方策による社会や学校教育のしくみへの
働きかけが重要となる。とくに実際に人をつくる主
体として教育指導や教育実践を担う教員のジェンダー
形成への働きかけが重要である。つまり、教員をジェ
ンダーに敏感な人として養成する必要がかなり重要
となる。
その一方で、学校教育は将来の教員になる可能性
がある子どもを教育する場でもあり、その後の教員
としての意識や能力に影響を与える。
そこで本研究では、まずジェンダーという言葉の
示す内容とその背景について確認する。それをもと
にジェンダーが形成される大きな機会・場のひとつ
としての学校教育におけるジェンダー形成について、
その作用や影響を確認する。その方法は、現代日本
の学校体系が形成された戦後を中心に、日本の学校
教育においての教育とジェンダー形成について史的
に概観する。そうして、学校教育におけるジェンダー
について理解した後に、今日的課題を抽出する。
それは、今後我々が取組むべき課題の大きなひと
つになるものであるが、教員養成においてジェンダー
に敏感な教育を実際に展開し、それを実践できる教
員を養成することであろう。そして、それは、そう
した教員養成のための教育内容や方法の開発ともな
ろう。そのために本論では、現代の教員養成である
大学の教職課程におけるジェンダーの形成や教育に
ついての実情把握と今後の基盤的研究方法への提言
を実際の教職課程の事例をふまえて考究する。こう
した研究の意義と目的は、今後のジェンダーと教育
のかかわりに貢献することにある。

２．ジェンダーについて
まず、ジェンダーという言葉の内容とそう示され
る背景について簡単に確認する。
現在、ジェンダーの示す内容は、内閣府によれば

『「社会的・文化的に形成された性別」のことです。
人間には生まれついての生物学的性別（セックス／
sex）があります。一方、社会通念や慣習の中には、
社会によって作り上げられた「男性像」、「女性像」が
あり、このような男性、女性の別を「社会的・文化
的に形成された性別」（ジェンダー／gender）といい
ます。「社会的・文化的に形成された性別」は、それ
自体に良い、悪いの価値を含むものではなく、国際
的にも使われています』１）とある。
そのジェンダーの言葉としての経緯を調べると、
ジェンダーはもともと性別を表す文法用語の名詞で

あることがわかる２）。広辞苑第４版（₁₉₉₁年）から
の初出では「生物学的な性別を示すセックスに対し
て、社会的・文化的に形成される性別」と掲載され
ている３）。その後、₁₉₅₀年代頃から性役割を観点と
した考えなどが出現する中で、ジェンダーの示す意
味内容や扱いが変化していく。すなわち、₁₉₅₀年代
には、パーソンズ（T. Parsons）が性役割について体
系的な社会化理論を展開し、人が社会的に形成され
て男や女になっていく過程や、家族構造とその子ど
もの社会化、パーソナリティーのメカニズムとくに
社会化との関連におけるその機能などを説明する考
え方がすでに示された４）。そして、その後の研究は、
家族、学校、マスメディアなどが子どもに男女の性
役割期待を内面化し習得させていくとするものが多
くだされた５）。
₁₉₆₀年代末頃の心理学や精神医学などにおける第
２波フェミニズムの運動と並行し、₁₉7₀年代に性科
学者ジョン・マネー（Money. J.）や精神分析学者ロ
バート・ストラー（Robert Stoller）、アン・オーク
レー（Oakley. A.）、らの研究６）によってジェンダー
という語は、英語圏で生物学的性別ではなく、社会
的・心理的に形成された性別を示す場合の性差を相
対化するために使用されるようなった。それは、初
期のジェンダー概念といえるもので、教育や制度な
どが形成した社会や文化によって「男らしさ」や「女
らしさ」が形成されるとするものである。その後、
この考え方は、性役割理論として明確化され、女性
をとりまく課題提言や解放のきっかけとなっていっ
た７）。₁₉7₉年に日本女性学会発足、₁₉₈₀年には日本
女性学研究会『女性学年報』が創刊、大学での女性
学講座の自主講座が実証研究によって男女の性役割
を批判的に捉えて変革を求める動きが始まり、₁₉₈₂
年に日本初の女性の専門書店「ウィメンズブックス
トア松香堂」が京都に開設されるなどした。
このように、日本の社会科学の分野や学界でも実
証研究によって男女の性役割を批判的に捉えて変革
を求める動向となり、ジェンダーは性役割理論とし
ての意味で使用されるに至った８）。
しかし、₁₉₈₀年代後半頃から構造主義などの立場
をもつ研究者等から、性役割の社会化論が人の実際
の日常生活におけるある側面を解明できないことが
示めされた。デルフィ（Delphy. C.）は性別集団間の
関係性に生ずる階級や序列関係からジェンダーを述
べるなど９）、社会構造や男女間の権力関係に焦点を
あてた。ジェンダーについての第２段階とも言うべ
き主張がされはじめたのである。こうした性役割の
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社会への批判から、近年では、さらに次の第３段階
ととらえられるべき考えに展開する。₁₉₉₅年の第４
回国連世界女性会議（北京）で「北京宣言及び行動
綱領」が採択され、ジェンダーという言葉が多用さ
れた。学術用語に限らず一般社会でも使用されるよ
うになったのである。
その後、人が社会的な影響を受けて男や女に形成
されていく過程を表す場合は、性役割の社会化では
なく、ジェンダー形成という言葉が使われるように
なっていく。そして、ジェンダー形成の研究は、社
会によって定義される男女らしさを人が学び演じる
場合などジェンダーによって人が形成される面と、
人がそう学び演じることによりジェンダーをさらに
形成する２つの面をもって展開されている₁₀）。それ
は、ジェンダーを観点に男女の不平等による社会形
成・展開を研究するものといえる。こうした動向の
中で、日本の学校教育におけるジェンダーの形成に
ついて次に概観する。

３．戦前日本の学校教育とジェンダーの形成
上述のように、ジェンダーの意味や研究方法は変

遷してきている。それは、ジェンダー形成が社会に
よって形成される側面や人が学び演じることにより
形成されることを示しているが、そのジェンダーが
形成される学ぶ機会や場所はどこであろうか。現代
社会において学ぶ機会・場としては、人の行動範囲、
文化、情報、など様々な側面や現象から影響や刺激
を受けつつ学ぶといえる。その中で、学びの大きな
機会・場としてのひとつに学校教育が考えらる。そ
れは、現在の日本の教育が義務教育制度を設け小中
学校に９年間、その後の高等学校への進学率も９割
に達するという実状からである。そこで次に、日本
の教育、学校教育におけるジェンダー形成はどのよ
うになっているかを述べる。
そもそも、現代の日本における学校や学校体系は
明治４年に文部省の前進が明治政府の行政組織内に
創設され、国家主体でつくられてきた。₁₈7₂（明治
５）年８月に文部省は「学制」を布達し、全国に小
学校、中学校、大学等が設立されはじめた。その直
前までは、武士は武士としての学びを藩校で、庶民
は生活の役に立つことを中心に寺子屋等で学んだ。
その中で男女の学びは、使用するいわゆる教科書が
男女別になるなど内容や方法は男女で分けられてい
た。つまり、男女に期待される内容があり、少なか
らずジェンダー形成されていたといえよう。明治初
期に文部省は藩校や寺子屋などを排しつつ、学校設

立を意図する。その学校設立趣旨について、「学制」
布達の１カ月前の同年７月に「高上の学に至ては其
の人の材能に任すといえども幼童の子弟は男女の別
なく小学に従事せしめざるものは其の父兄の越度た
るべき事」₁₁）と布達して学校設置の意義と就学奨励を
人々に促した。その中で、「幼童の子弟は男女の別な
く」とあり、明治初期の近代学校設立時から制度上
は初等教育段階の男女に限っては教育機会や教育内
容・方法が大方等しく認められているのがわかる。
しかし、初等教育の次の中等教育段階になると男
女の学校は別々になる。女子教育の中心は中等教育
と位置づけられた。具体的には４年制の高等女学校
では「良妻賢母」主義の理念に一貫された教育内容・
方法のもとに、教育課程は家事や裁縫等が４割程度
を占める内容となった。その一方で、男子の教育は
高等教育もみすえたものとなり、中学校は５年制で
国家をささえる公務員等の養成を理念に外国語や法
律等が教育内容の中心となった。その結果、いわゆ
る普通科目としての英語や数学などの男女の学力差
は顕著なものとなった₁₂）。このように男女別学によっ
て、男女の教育機会は不均等となり教育内容・方法
は明確に区別された。それは学校教育によって、男
女に期待され求められる内容が明確化されていたこ
とに他ならない。こうした学校教育が戦後まで展開
され男女の性役割も形成されていったといえよう。

４．戦後日本の学校教育とジェンダーの形成
戦後のジェンダー形成にかかわる教育は、女子教
育のあり方から議論されていく。まず、₁₉₄₅年（昭
和₂₀）年に女子教育の民主化の契機とされる「女子
教育刷新要綱」が閣議決定される。その方針のなか
で女子教育について「男女間ニ於ケル教育ノ機会均
等及教育内容ノ平準化並ニ男女ノ相互尊重ノ風ヲ促
進スルコトヲ目途トシテ女子教育ノ刷新ヲ図ラント
ス」₁3）る方針が示された。これは女子教育という括り
で現状の課題を示し改善を試みようとする政府の積
極的な教育施策のひとつである。その内容は、中等
学校の男女間の教科の平準化、大学での男女共学や
女子大学の創設など、男女平等の教育政策といえる
ものであった。しかし、あくまで方針で実際にどの
ように女子教育が戦後展開されているかは注視して
いかなくてはならない。
₁₉₄₆（昭和₂₁）年には現行の日本国憲法が公布、
翌₁₉₄7（昭和₂₂年）に施行された。その条文におい
てジェンダー形成に関連する主な内容は次のとおり
である₁₄）。第十四条では「すべての国民は、法の下
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に平等・・・性別、・・・により、・・・差別されな
い」、第二十三条では「学問の自由は、これを保障す
る」、さらに、第二十六条では「すべて国民は、法律
の定めるところにより、その能力に応じて、ひとし
く教育を受ける権利を有する」。同第２項では、「す
べて国民は、法律の定めるところにより、その保護
する子女に普通教育を受けさせる義務を負ふ。義務
教育は、これを無償とする」とされた。現憲法にお
いて男女の平等、両性の平等の原則が示されている。
また、第二十六条において「子女」と明確に表記さ
れるなど、それまでの男女の扱いや今後の転換を促
すべきことが強調された表現といえる。
さらに、戦後の教育の在り方については、日本国
憲法の公布の翌年₁₉₄7（昭和₂₂）年に、戦後の日本
の教育の目的等について示した教育基本法が制定さ
れる。この法の中でジェンダー形成にかかわる主な
内容は₁₅）、第三条（教育の機会均等）「すべて国民は、
ひとしく、その能力に応ずる教育を受ける機会を与
えられなければならないものであって、人種、信条、
性別、社会的身分、経済的地位又は門地によって、
教育上差別されない」、また、第四条（義務教育）で
は「国民は、その保護する子女に、九年の普通教育
を受けさせる義務を負う」、さらに、第五条（男女共
学）では「男女は、互いに敬重し、協力しあわなけ
ればならないものであって、教育上男女の共学は、
認められなければならない」である。このように、
教育基本法では男女共学の理念原則が明文化され示
された。とくに、同法第五条で個別条項として法に
よって学校教育における男女の在り方を示して、そ
の理解を求める必要があったのが、当時の人々の考
え方や社会の実態であったといえる。こうして、戦
後の日本では男女共学が義務教育において全国で実
際に展開されようになった。
しかし、注意しなければいけないのは、こうした
男女の原則が法で示されて制度上は初等教育で実現
される一方で、実際の教育や学校の運用段階や、教
育実践における教育内容や方法においては男女で異
なる教育が展開される場合もあることである。
その点が顕著なのは、中等教育においてである。
₁₉₄7（昭和₂₂）年に新制高校が発足し男女共学が原
則とされるが、地域においては男女共学は実施され
ずにいた。また、こうした男女の区別は学校体系だ
けでなく、教育内容・方法においても注目すべき例
が当時からみられた。それは、「家庭科」という教科
の扱いと変遷にみてとれ次項で述べる。

５．学校教育の「家庭科」とジェンダーの形成
₁₉₄7（昭和₂₂）年に新学制が発足し、小学校に家
庭科、中学校に職業・家庭科、高等学校に実業家（家
庭）という教科が新設される。それは戦後の新しい
日本の建設という情況の中で、男女が協力して民主
的な家庭建設をめざし、それを学ぶ機会として、男
女がともに学ぶ共修という教育方法で実践される科
目である。その意図から男女の共修と必修化が望ま
れ、小学校では男女必修科目として実施された。し
かし、その方法での実施は小学校に限られ、実際の
教育内容・方法の展開は男女別ともいえる内容であっ
た。
その点は教育課程の内容を示す「学習指導要領　
一般編（試案）　文部省　₁₉₄7（昭和₂₂）年度」₁₆）に
明らかである。当時、家庭科は小学校５・６年に₁₀₅
授業時間が設定され、その内容と扱いは「家庭科は、
これまでの家事科と違って、男女ともにこれを課す
ることをたてまえとする。ただ、料理や裁縫のよう
な、内容が女子にだけ必要だと認められる場合には、
男子にはこれに代えて、家庭工作を課することに考
えられている」。このように、たしかに小学校におい
ては男女ともに共修であるが、「女子にだけ必要」な
ど例外も場合によってはあるとのことであり、男女
共修の徹底とはいえないものであったといえる。
また、義務教育の小学校の次段階である中学校で
は、家庭科は「職業」という大科目の中のひとつの
科目として設置され、その内容と扱いは次のとおり
である。「小学校で独立の教科だった家庭科は、中学
校では職業科の中の一つの科目になって、生徒は農、
商、工、水産、家庭のうちの一科目又は数科目をき
めて学習することになっている。この場合、男子が
家庭科を選ぶ場合は、小学校での取り扱いと同じに
する。（中略）そして、生徒がどの科目を選択するか
については、その将来の生活について、十分考える
ように指導して、これを決定させたいものである」₁7）。
このように、中学校において家庭科は女子が選択す
ることが想定されている。
高等学校についても同様で、₁₉₄₉（昭和₂₄）年４
月に男女ともに選べる選択教科として家庭科が開始
されたが、その前提には女子生徒の選択が想定され
ていた。これは、当時の日本の人々の多くが、男女
の教育について男女間には教育内容・方法に差や異
なるものがあるとする認識をもっていたことに他な
らない。そうした考え方は、それまでの戦前におい
て、通常的に考えられジェンダー形成されてきた経
緯を考慮すれば当然の認識といえよう。そのため、
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この当時の男女平等の理念と教育は男女の特性や性
役割を基にする考えのもとでのものであったともい
えよう。
その後、家庭科における男女の差異についての展
開は、男女の特性に応じた教育内容や方法を考慮す
るものへと転換していく。その経緯は学習指導要領
の変遷をたどることで明らかになる。「学習指導要領 
一般編（試案）　文部省　₁₉₅₁（昭和₂₆）年度」₁₈）で
は、小学校の家庭科は、次のような扱いとなってい
る。「家庭生活（略）の指導は、入学の当初より必要
である。（略）しかし小学校５、６年ころになれば、
家庭生活（略）の理解も深まり、家庭的な実技に必
要な児童の巧緻運動も相当に発達するし、児童も
（略）これについて興味を持つ（略）。したがって５、
６年の段階（略）は、家庭生活（略）の指導のため
に特別な時間を設ける必要が起る（中略）。これらの
技能や経験は、すべて初歩的なものに限られるべき
で（中略）小学校の段階においては、学習経験は男
女に共通であることが望ましい。最初から男女を区
別して指導しなければならないような高度の技能は
中学校に譲るべきである」。中学校の職業（家庭科）
では、次のような扱いであった。以前、「職業科に含
まれていた五つの科目の内容を分析して、実生活に
役だつ₁₂項目の仕事に分け」、「男女の生徒は、自分
の興味と必要に応じて、それらの仕事のいくつかの
分野を組み合わせ、学習することによって、広い仕
事の経験をうることができるのである。これが改正
された職業・家庭科の特質である」。
以上のようなものが当時の義務教育、小中学校に
おける家庭科の扱いであり、小学校では男女共修の
必修科目、中学校では男女共修の選択必修科目であっ
た。
高等学校での扱いは、次のようなものであった。
「家庭科に属する科目では、第１学年に一般家庭が
ある。一般家庭７単位は第１学年か第２学年でとる
ことになるが、７単位のうち５単位は学校で学習し、
２単位は家庭実習として課することが望ましい。一
般家庭以外の科目を学習したいものは、第２学年と
第３学年で家庭科に属する科目の中から、選択する
ことは自由である。この場合、この基礎として一般
家庭を少なくともまず７単位選択するように指導さ
れたい」とされた。
その後、₁₉₅₈（昭和33）年には₁₉₅₁年の学習指導
要領の試案をふまえ、教育内容・方法に影響をもち
教育課程編成の基準とされるとした中学校「学習指
導要領」が、試案ではない改訂がされ日本の教育の

中で位置づけられた。その中では、中学校の「技術・
家庭科」の教育内容・方法では男女で異なる扱いが
明記された。すなわち、それまで「職業・家庭科」
という教科名が、「技術・家庭科」となり、男子は
「技術」という科目で「男子向き」の目標・内容と
なって、設計・製図、木材加工・金属加工、栽培な
どの教育内容となった。女子は「家庭科」という科
目で「女子向き」の目標・内容となり調理、被服製
作、設計・製図、家庭機械・家庭工作などを学ぶ内
容となり、₁₉₆₂（昭和33）年度から実施されるよう
になったのである。その理由を、同学習指導要領で
は、『生徒の現在および将来の生活が男女によって異
なる点のあることを考慮して、「各学年の目標および
内容」を男子を対象とするものと女子を対象とする
ものとに分ける』₁₉）としている。このように教育の前
提には「生徒の現在」と「将来」の「生活」は「男
女」で「異なる」との考え方があった。そして科目
の設置形態も男女別の必修科目となったことからも、
事実上は、男女別の教科で性別分離教育になったと
いえる。
さらに注目すべきは、学習指導要領がこの版から

「試案」ではなくなり、法的拘束性をなかば帯び始め
た基準となった点である。そうした意味ではこの動
向は諸点において戦後教育政策の転機となるものと
なったといえる。
高校については、₁₉₆₀年の学習指導要領で普通高
校の家庭科が女子のみの必修となり、₁₉73年には全
課程の高校で女子のみが家庭科４単位が必修となっ
た。そのため、男子はその時間に体育系の授業単位
が追加増加されるなどされていた。
そうした考え方は、₁₉₆3（昭和3₈）年の中央教育
審議会答申『後期中等教育の拡充整備について』に
おいて、「女子に対する教育的配慮」の項に次のよう
な内容で示されている。女子の教育機会は、男子と
均等に確保すべきだが、その教育内容は、「女子の特
性に応じた教育的配慮が必要」である。そのため、
高等学校では、普通科目においても、「女子が将来多
くの場合家庭生活において独特の役割をになう」こ
とを考え、「その特性を生かすような履修方法を考慮
する」。さらに、「今後の女子の社会的な役割の重要
性を考え」、その「社会性を高めるための教育指導」
を行ないつつ「女子の特性に応じた職業分野に相応
した」後期中等教育の拡充等の「専門教育の充実を
図る」べきとされた₂₀）。
その後、「科学技術革新、社会・文化や経済などの

急激な社会変化のなかで、人々は多様化するととも
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に中等教育段階へ進むようになり、高等学校への進
学率の上昇」がみられた₂₁）。その結果、高等学校の
教育内容を改善する必要性から₁₉7₁（昭和₄₅）年₁₀
月に、文部省告示の「高等学校学習指導要領」が公
示された。その内容は、前年の教育課程審議会答申
における「改善の基本方針」を受けてのことである。
その方針は、「人間としての調和ある発達」、「国家・
社会の有為な形成者」をめざすために、「必要な資質
の育成」をめざし、「教育課程の弾力的な編成」と
「教育内容の質的改善と基本的事項の精選集約を図
る」などのことであった₂₂）。
とくに、ジェンダー形成にかかわるに内容では、

「男女の特性を考慮」し、「家庭一般」４単位を全女
子生徒に必修とし、全日制普通科男子には「体育」
の必修単位を₁₁単位にした点である₂3）。
このように、高等学校教育課程では、能力別教育
や男女それぞれの特性に応じた教育の必要性が強調
されたのである。かくして、家庭科は中・高等学校
の女子にのみ必修化されるにいたったのである。
その一方で、こうした教育内容や方法に高等学校
における家庭科の男女共修を進めるべきとする考え
や行動は少なからず起こり、次第にそうした考えは
結果となっていく。例えば、₁₉7₄（昭和₄₉）年京都
府下で「家庭一般」を男女共修で開始や、同年の「家
庭科の男女共修をすすめる会」（代表世話人・市川房
枝）の発足と同会の家庭科の女子のみの必修に反対
し男女共修を推進する運動、₁₉7₅年の国際女性年世
界会議開催、₁₉7₉年の国連における女性差別撤廃条
約の採択と₁₉₈₁年の発効、そして₁₉₈₅（昭和₆₀）年
の日本の批准などがある。こうした展開の中で、家
庭科の男女共修の取り組みが進められていくととも
に、より大きな観点で男女平等教育が考えられてい
く。こうした動向が、家庭科における男女別の性別
分離教育に変化をもたらすのである。
₁₉₈₉（平成元）年の学習指導要領の改訂に変化が

みられた。この年の同要領から、先述の男女別の教
育内容や方法の規定はなくなるのである₂₄）。その結
果、₁₉₉3年に中学校で、₁₉₉₄年に高校で家庭科の男
女共修が実施され、学校教育のなかで、生活基本学
習としての家庭科を男女が同一のカリキュラムで学
ぶことになった。
高等学校の家庭科という教科の扱いを整理すれば、
₁₉₅₈（昭和33）年から₁₉₈₉（平成元）年の間、女子
生徒のみの必修とされ、それ以降は男女共修となっ
たといえる。
この家庭科が男女共修となる過程において、大き

な要因となったのは女子差別撤廃条約の日本の批准
の影響が大きいと考えられる。
具体的には、この条約は、日本が₁₉₈₅（昭和₆₀）
年に締結した女子差別撤廃条約（「女子に対するあら
ゆる形態の差別の撤廃に関する条約（Convention on 
the Elimination of all Forms of Discrimination against 
Women）・₁₉7₉年₁₂月国連総会採択、₁₉₈₁年発効・
（略CEDAW）」である。同条約の中には、教育課程
における男女別展開が差別とされること、そしてそ
れは禁じられるべきものであるとの趣旨がある。そ
の結果、家庭科の女子生徒のみの必修や、教育内容
や方法における男女別規定が同条約の趣旨に抵触す
る可能性が生じてきたことによるものである。
そのCEDAWの関連する具体的な条文は次のよう
なものである₂₅）。「第５条　締約国は、次の目的のた
めのすべての適当な措置をとる。（a）両性いずれか
の劣等性若しくは優越性の観念又は男女の定型化さ
れた役割に基づく偏見及び慣習その他あらゆる慣行
の撤廃を実現するため、男女の社会的及び文化的な
行動様式を修正すること」、「第₁₀条　締約国は、教
育の分野において、女子に対して男子と平等の権利
を確保することを目的として、特に、男女の平等を
基礎として次のことを確保する。（中略）（b）同一の
教育課程、同一の試験、同一の水準の資格を有する
教育職員並びに同一の質の学校施設及び設備を享受
する機会　（c）すべての段階及びあらゆる形態の教
育における男女の役割についての定型化された概念
の撤廃を、この目的の達成を助長する男女共学その
他の種類の教育を奨励する」。
以上のように具体的な内容の女子差別撤廃条約で
あるが、国内ではこの内容に日本の教育が対応して
いない、条約の趣旨に抵触すると考えられ、₁₉₈7（昭
和₆₂）年教育課程審議会答申で中高等学校の家庭科
において男女共修と男女必修化が示される。
そして、₁₉₉3（平成５）年中学校で、₁₉₉₄（平成
６年）に高校における家庭科の男女共修と男女の必
修化が実施されるに至るのである。
こうして、公のしくみ・制度としては家庭科にお
ける男女差や性別分離教育は解消され、₁₉₉₀年代に
教育におけるカリキュラム上の男女差が解消された
と考えられるようになった。そうした家庭科の変遷
は、そうした教育を受けて教員となった人の資質や
意識に少なからず影響を与え、教員としての活動に
もかかわりをもつといえよう。
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６．ジェンダーの形成と現代的課題
前項では、学校教育の「家庭科」の変遷を概観し
た。その中では男女の性役割などの形成は解消され
つつあるといえよう。しかし、学校教育全体をみる
と教育内容・方法に明示されない「ヒドゥン（隠れ
た）カリキュラム」により、児童・生徒に男性優位
や女子の達成意欲を低減させるような内容や、性役
割などについて暗黙に伝達されジェンダー形成され
ることが持続しているのも事実であろう。さらに、
₁₉₉₀年代後半には特に学校教育において、女子問題
としてとらえられる傾向が強かったジェンダー問題
について、男子も周囲からの男性としての期待に悩
んでおり、男子の研究もすべきとの研究が散見され
るようになった。その根拠としては、伝統的な「家」
制度や慣習、女子の学力が総じて高く男子はかなわ
ないなどの考えがあることなどの事例があげられて
いる。この男子問題については欧米では大きな焦点
となっているが日本はそうでないと考えられてい
る₂₆）。
こうした状況の中で、日本はジェンダー平等を推
進する施策を展開し、₁₉₉₉（平成₁₁）年に「男女共
同参画社会基本法」を公布・施行、₂₀₀₀（平成₁₂）
年に日本国憲法と教育基本法の理念を反映する趣旨
を含む「男女共同参画基本計画」を閣議決定、₂₀₀₁
（平成₁3）年に男女共同参画局を内閣府に設置する。
その後、₂₀₀₅年には「第二次男女共同参画基本計画」
を策定した示された₂7）。
その後、教育基本法（昭和二十二年法律第二十五
号）が₂₀₀₀（平成₁₂）年の教育改革国民会議で「新
しい時代にふさわしい教育基本法が必要」との理由
で、₂₀₀₆（平成₁₈）年に全面改正された。その中で、
男女についての独立した条項や子女という表記は削
除されたが、関連する内容は改正された新教育基本
法でも次のように示された₂₈）。教育の目標を示した
第二条第三項では「正義と責任、男女の平等、自他
の敬愛と協力を重んずる」とされた。この条文では
「男女の平等」が依然として示されており、男女の平
等が達成されてない、あるいは未来においても重要
であるとの将来にわたる国民に向けた内容が示され
たと考えられる。
また、教育の機会均等を示した第四条では「すべ
て国民は、ひとしく、その能力に応じた教育を受け
る機会を与えられなければならず、人種、信条、性
別、社会的身分、経済的地位又は門地によって、教
育上差別されない」とされた。この第四条では、「性
別」等により「教育上差別されない」こと、「能力が

ある」が「経済的理由で就学こんな場合」は奨学措
置がある旨が示された。
さらに、義務教育について示した第五条は「国民
は、その保護する子に、別に法律で定めるところに
より、普通教育を受けさせる義務を負う」とされた。
この第五条では「その保護する子に」と、旧教育基
本法の同内容を示す表記に見られた「子女」から
「子」に変わっている。これは、「子女」という表記
による女子に対する義務教育の必要性への理解は概
ね浸透したとの理解によるものと考えられる。
以上のような、教育基本法の改正の後、₂₀₁₀（平
成₁₂）年には「第三次男女共同参画基本計画」が閣
議決定され現在に至っている。
そうした動きの一方で、₁₉₉₀年代から₂₀₀₀年代に
かけては、ジェンダーフリー教育への批判が起こる
などしている。それは、「バックラッシュ」（反動、揺
り戻し）といわれる男女平等や男女共同参画を批判
的にみる立場を生じさせたことである。それは、ジェ
ンダーの研究やそれを基盤にした運動などが社会に
広まる中で、その推進者たちは男女平等教育をジェ
ンダー・バイアス（男女の役割について固定的な観
念・性差観を持つことやその偏見）の除去や単に男
女混合をすればよい、あるいは性差解消、性差否定
をすべきと主張しているというような歪曲した捉え
方を批判したのである。こうした動向は、教育現場
に混乱を生じさせた。実際に、₂₀₀₄（平成₁₆）年に
東京教育委員会は都立学校長等に学校現場における
「ジェンダー・フリー教育」という用語の使用に慎重
となるように通知している。そうした動向をふまえ
て、最近の学校教育の現場では、単に男女を混合す
るとか男女を分けない教育ではなく、「ジェンダーに
敏感な教育」₂₉）を展開すべきとの考え方が広まりつつ
ある。そうした広まりは、学校教育のジェンダー形
成やその分析、ジェンダー形成の観点からの教育実
践の広がりやそのための研究の必要性を現代的課題
にすべきことを示している。
なお、戦後の家庭科以外のジェンダーにかかわる
大きな展開としては女子大や家政科の設立などの議
論の展開があげられよう3₀）。そして、現在の学校教
育におけるジェンダー形成をめぐる情況には、教育
内容では、教科書などで男性の登場人物が多く、女
性の記述が少ない3₁）。教師の授業や指導展開におい
て男子への指名や働きかけが多い。教育評価も男女
別に実施する。さらに男女別の名簿を適用している。
教員間でも女性だからこれをやって、管理職は男性、
などの固定化した観念にもとづく言動がある。そう
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した、多くの研究事例が報告される中で、男女混合
名簿や教師間で男子・女子という括りによる見方か
ら、より個人をみる見方が広まるなどもした。この
ようにジェンダーについては現代的な課題がある。

７．教員の資質や意識を形成する学校教育
これまでの項で家庭科など変遷を概観し、学校教
育によるジェンダーの形成が考えられることがわかっ
た。それは、男女共修を当然とする教育観や当然と
しない考えをもつ人間の育成にも影響するものとい
える。そして、そのような様々な意識や資質をもっ
た教員も輩出されることになる。
そこで、本項では現職教員において、家庭科の男
女別教育や共修の教育を受けた教員がどの程度存在
するかを推定する。その意義は、教員がジェンダー
の形成の主体者となることも上記の現代的課題とし
て捉えられるためである。
家庭科の男女共修の実施は中学校で₁₉₉3（平成５）
年、高校は₁₉₉₄（平成６）年からである。仮にこの
年度を初年次とし家庭科を最高学年で履修するとし
た場合、実際の履修は中学で平成７年、高校で平成
８年となる。一般的な学齢に換算すると各々₁₅歳と
₁₈歳までとなる。そして、男女共修の経験という意
味では平成８年に₁₈歳となる人がより経験があると
いえるので、これを基準にする。
公立の現職教員の年齢別表は平成₂₁年度の文部科
学省公表のものがあり、平成₂₁年度を題材に比較す
る。つまり、平成８年に₁₈歳である人が平成₂₁年度
には3₁歳までであり、これを境界線として、3₁歳以
下は男女共修を当然とする意識をもつ可能性が高い。
3₂歳以上は当然とはしない意識をもっているかもし
れないと仮定する。もちろん、中学以降の学びで意
識は変わるかもしれないが、男女共修の経験がある
なしがその後の意識や資質に影響を及ぼすと仮定し
た場合である。
平成₂₁年度の中学校の公立教員数は₂₀₂．3₄₉人であ

り、平均年齢は₄₄．3歳である。その中で、3₁歳以下
は₈₀，₆7₅人である。3₂歳以上は₁₂₁，₆7₄人である。割
合は、それぞれ₄₀％と₆₀％である。この仮定による
計算では、現職教員の６割が男女共修の経験がない
といえ、ジェンダーに敏感でない意識をもつ可能性
のある教員であり、現代的な課題を生じさせる意識
や資質があるのではないかと仮に言える。
仮定に基づく話をしたが、教員の適性や資質、意
識がどこで獲得され養成されるかという教員をめぐ
る課題を考える際に、どのような教育を受けてきた

か、何を当然としてきたかを分析することは重要で
あると考える。
周知のように、現在の教員の養成は主に大学の教
職課程で実施されている。そこで次項ではジェンダー
についての理解やジェンダーに敏感な教員の養成が
いかにあるか、また今後どうあるべきかをみる。

８．	「ジェンダーに敏感な教育」の実践者たる教員の
養成の必要性と方法（１）
上項で教育を実践する教員の資質形成について、
大学における教職課程等以前について述べた。この
項では、大学以前の教育歴がどのようなものかにか
かわらず、大学生期の教職課程でどのようなジェン
ダーについての学びや意識を獲得すべきかを考える。
今日、学校教育において「ジェンダーに敏感な教
育」の観点からの教育実践が広まりつつある。その
観点から、男女共同参画政策や教育内容・方法の導
入、教員研修、教師文化への研究等も実施、展開さ
れている。その中で、今日的課題となりつつあるの
が教員養成期の「ジェンダーに敏感な教育」者、す
なわち教員の養成についてである。その点について
の研究はまだ少ないのが現状である。「ジェンダーに
敏感な教育」は必要であるとすれば、その実践者た
る教員がたいへん重要となる。そこでは、いかに
「ジェンダーに敏感な教育」を展開・実践できる教員
を養成するかという教員の資質や力量の形成が課題
となる。つまり、教員養成が重要となるのである。
現在、学校の教科担当者つまり授業実践者である
教員となるためには、教職員免許法により相当教科
の教員免許状の保持が必要となっている。その免許
の取得にあたっては、同法等の規定により認可され
た大学の教職課程において同法規定の必要単位修得
により、免許が授与されることとなっている。この
免許法は₁₉₄₉（昭和₂₄）年に公布施行され、この法
を基にした諸法も制定され各々改正を重ねてきてい
る。
それらの法規定による教職課程の内容は、大きく

「教職に関するもの」、「教科に関するもの」、「教職ま
たは教科に関するもの」の３つに分かれる。具体的
な法令による教職課程の規定を分析するために、法
令をみると次のようなものである3₂）。
教職に関する科目は６つの内容にもとづく科目に
大別される。

１．「教職の意義等に関する科目」、その内容は①
教員の職務内容（研修、服務及び身分保障等を含む）、
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②教職の意義及び教員の役割、③進路選択に資する
各種の機会の提供等。
２．「教育の基礎理論に関する科目」、その内容は

①教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想、②
幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程（障
害のある幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習
の過程を含む）、③教育に関する社会的、制度的又は
経営的事項。
３．「教育課程及び指導法に関する科目」、その内

容は教育課程の意義及び編成の方法
各教科の指導法、道徳の指導法、特別活動の指導
法、教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用
を含）。保育内容の指導法。
４．「生徒指導、教育相談及び進路指導等に関する
科目」、その内容は①生徒指導の理論及び方法、②教
育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含
む。）の理論及び方法、③進路指導の理論及び方法、
④幼児理解の理論及び方法
５．「教育実習」６．「教職実践演習」

このように、法令による「教職に関わる科目」の
内容には現在、ジェンダーにかかわる内容の規定が
あるかというと明文化された表現など明確なものは
ない。ジェンダーの内容は直接ではなく包括的に示
されているといえよう。
次に「教科に関する科目」をみる。高等学校の「地

理歴史」、「公民」、「英語」についての免許規定を事例
にすると、次のようになる33）。
「地理歴史」は日本史、外国史、人文地理学及び自
然地理学、地誌。「公民」は法律学（国際法を含）、政
治学（国際政治を含）、社会学・経済学（国際経済を
含）、哲学・倫理学・宗教学・心理学。「英語」は英
語学、英米文学、英語コミュニケーション、異文化
理解、のそれぞれ分野にかかわる科目を設定するこ
とが求められている。そこに、ジェンダーの内容を
直接示すものはなく、包括的にあるといえよう。
さらに、この教員免許にかかわる法令にもとづき
各大学が教職課程を認可され設置している実際をみ
て、ジェンダーにかかわる科目の設置を確認する。
実際の大学における教職課程での運用を私立４年制
大学（日本大学国際関係学部）の事例で確認する。
なお、今回はそうした事例の研究方法が教員養成に
おける「ジェンダーに敏感な教育」を実践できる教
員育成の研究に有効であるという提案でもあり、今
後の検討課題として今回試みる機会でもある。
「教職に関わる科目」として設置されているのは、

次の科目である。教育原論、現代教職論、発達と学
習、教育制度論、英語科教育法Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ、道
徳教育の理論と方法、特別活動論、教育の方法・技
術論、生徒指導・進路指導論、教育相談、教育実習、
事前・事後指導、教育実習Ⅰ・Ⅱ、教職実践演習
（中・高）である。そこに、ジェンダーと名のつく科
目はない。ただし、教育原論、現代教職論、発達と
学習、道徳の理論と方法、教育の方法・技術論、生
徒指導・進路指導論、教育相談教育の方法・技術論、
生徒指導・進路指導論、教育相談などでジェンダー
の内容を含むことは考えられる。
「教科に関する科目」では、英語学、英語音声学、
英文法、英語発達史、英作文、英米文学史、英語コ
ミュニケーションⅠ・Ⅱ、ビジネス英語、インター
ネット英語、異文化コミュニケーション論、アメリ
カ文化、日米比較文化論、英米言語文化研究、英語
翻訳・通訳法、英語レクチャーシリーズである。こ
の中で、ジェンダーの内容を含むと考えられるのが
日米比較文化論等である。
「教職又は教科に関する科目」は、人権論、ティー
チング・インターンシップ、教育実践体験研究Ⅰ・
Ⅱ、学校インターンシップである。この中で、人権
論ではジェンダーの内容を含んでいる。
このようにジェンダーという語を含む名称の科目
はない。ただし、人権論でジェンダーについて学ん
でいる。また、上記の各科目の中でもジェンダーに
かかわる授業内容を含む場合もあり注意したい。
次にこうした教職課程の科目設定で、実際の学生
の履修状況はどのようなものであるか、確認する必
要がある。教職課程の中で、明確にジェンダーの内
容を含むのは人権論であるが、この学部においてこ
の科目は必修で全員が履修し単位修得、学修する。
その点では、ジェンダーを理解する機会はあるが、
教職課程は大学の中で単独に存在するわけではない。
つまり、多くの大学の場合、一般教育、専門教育等
により形成された大きな教育課程の中に教職課程が
あるか各科目と重複する形で存在する。その観点か
らすると教職課程の科目以外にジェンダーにかかわ
る授業の履修や修得があるかを確認する必要がある。
なお、こうした研究は少なく3₄）、今回、本研究では、
そのための方法を考えるべく、ひとつの大学を事例
に簡単な分析を実践し、教員養成とジェンダーに関
する研究のひとつの方法としての有効性も探る。
事例には上述の大学を対象にするが、この大学の
場合、教職課程内ではなく、いわゆる一般教育科目
中に「ジェンダーと社会」（１年次配当）があり、教
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職課程の履修者の同科目の履修状況をみてみると次
のようになった3₅）。

表１から、教職課程履修者のうち「ジェンダーと
社会」の履修は約半数₂₀名が学修していることがわ
かった。また、学年別の履修者数は１年次が４名、
２年次₁₀名、３年次３名、４年次３名で、２年次の
履修が多いこともわかった。
次に、教員志望者の中で「ジェンダーと社会」の
履修状況を調べた。これは、教職課程履修者であっ
ても、教員を希望せず免許取得のみを目標とする学
生も存在することから、調べた3₆）。その結果は以下
のとおりである。

表２から、教員志望の４年生₁₁名の中で「ジェン
ダーと社会」の学修は男子学生７名中４名（₅7％）、
女子学生は４名中３名（7₅％）であった。履修理由
について、男子学生はすべて回答し、その理由は関
心があるか、学ぶためと理解できるものといえるも
のであった。なお、教員志望でない学生の履修理由
には興味がある、男女を理解するためなどの理由が
みられた。
また、女子差別撤廃条約とジェンダーへの理解に
ついて条約の理解は弱いがジェンダーについては学
修の結果、多数が大方の理解を得たとの回答を示し
た。
上記の２つの調査結果を整理すると、この事例に
おいては教職課程履修者の約半数の₂₀名がジェンダー
についての科目を履修学修している。そのうちで教
員志望の学生の履修学生は７名で、ちなみに男４名
女３名であった。この結果は、教職課程履修者つま
り教員養成期にジェンダーについての学びや観点、
「ジェンダーに敏感な教育」の実践者としての養成は
十分ではないといえよう。なお、今回の調査では回
答数が少数であり、そうした点等を考慮して今後の
研究方法や調査の実施を考える必要があろう。
このように実際の教職課程履修者のジェンダーに
ついての学びの状況を調べる研究は少なく、今回そ
の方法については未熟であり考慮すべき点があると
考えるが、こうした実態を把握分析しカリキュラム
に反映させる方法は意義あるものと考え、今後発展
させたい。

９．	「ジェンダーに敏感な教育」の実践者たる教員の
養成の必要性と方法（２）
この項では、上項の他に教員養成とジェンダーの
研究の観点として、教員免許の男女別の取得状況も
活用できると考え、その点について述べる。参考ま
でに上述の大学の過去₁₀年余りの教員免許取得状況
（中高英語科）を男女別にみると、次のようなもので
あった。

表１　教職課程履修中の４年生41名の「人権論」、「ジェ
ンダーと社会」の受講調査

学年 1 2 3 4
年度
進行 2011 2012 2013 2014

科目 前後前後前後前後既
修
未
修
総
計

人権論
＊1 16 19 4 39 2 41

ジェンダー
と社会 1 3 9 1

＊2 2 1 3 0 20 21 41

＊1　人権論は通年科目のため、後期に人数記載。
＊2　認定は他教育機関による認定
＊3　2014後期は履修中

表２

性
別

教
員
志
望

学修学年 理解度

ジェンダー
学修理由

人
権
論

ジ
ェ
ン
ダ
ー

と
社
会

女
性
差
別

撤
廃
条
約

ジ
ェ
ン
ダ
ー

1 男 ○ 2 ― 3 3
2 男 ○ 3 ― 1 1
3 男 ○ 2 ― 2 2
4 男 ○ 3 2 4 3 男女間差別を学ぶ
5 男 ○ 3 2 3 5 ＊1
6 男 ○ 3 3 2 3 興味がある
7 男 ○ 3 3 2 5 ゼミのテーマ
8 女 ○ 2 ― 3 3
9 女 ○ 3 2 4 4
10 女 ○ 4 2 1 4 総合科目だから
11 女 ○ 3 2 3 4 時間割上

12 12 8
＊1　女性への偏見と実態、あるべき姿を学ぶ
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このように表３からは、教員免許の取得者数は男
子学生が３～４割、女子学生は６～７割程度である
ことがわかり、大変興味深いものとなった。その理
由は、実際の教員の男女別の就業率との比較からで
ある。
近年の日本における国公私立中高等学校種別の女
子教員の５年ごとの全教員数に占める就業割合は以
下のとおりである37）。

ダーに敏感な教育」の実践者としての教員養成に取
り入れる必要がある。つまり、教職課程と、一般教
育や専門教育との連動が必要となる。教職課程の運
営に際しては、教職課程がある大学の教育課程全体
の中での運用や履修計画を考案し、積極的に運用す
る必要が生ずるといえる。

10．まとめ
日本の学校教育におけるジェンダー形成について
は、戦後は法令等により教育機会や教育内容に関し
て男女差は設けない方針であった。しかし、実際は
学習指導要領において、「家庭科」を典型例に教育機
会や教育内容・方法における男女の差異は存在した。
それは、男女の特性をあらかじめ認め、そうするた
めの教育であった。その後、その差は日本が女子差
別撤廃条約を批准したことなどを契機に解消されて
いくが、依然として男女の性役割などの児童生徒へ
の影響は隠れたカリキュラムや教員の言動などによっ
て内包伝達されている。そうした学校教育における
ジェンダー形成の情況は、男女平等教育の実現をめ
ざすといって、単に男女を区分したり混合するので
はなく、個々の児童生徒の発達や教育実践の成果を
導くために分けたり混ぜたりできる「ジェンダーに
敏感な教育」の実践者たる教員の登場、養成を期待
するようになった。そして、現在の学校教育におけ
るジェンダー形成を論じるとき、教員養成でいかに
ジェンダーやその形成について学ぶべきかを研究す
ることが重要なひとつになっているといえる。
教員の資質や力量は、各時代の教育大権を掌握す
る組織や人物、社会状況や社会文化的要因あるいは
経済的要望、教師文化によって変化してきた。そこ
には教師に期待され、求められる役割があるのであ
る。教育や学校が男女に求めた役割同様に、教師に
対しても社会や教育・学校、教員集団等によってつ
くられる社会的特質をもった役割が求められている
のである。
現在、教員の養成は主に大学で実施されている。
教員に期待される役割は当然、教員養成期において
も求められる。ただ実際は、教職員免許法等はある
が大学での養成が国立、公立、私立と多様な理念の
もとでの特徴的な教育を展開する中で養成されてい
る。教職課程は担当教員や教育内容について国の認
可が必要であるが、現状の教職課程の多くは大学と
いう大きな教育課程の中にある。つまり、教職課程
は一般教育、専門教育等の中あるいは重複する形で
位置しているのである。

表３

教員免許取得者数 割合
取得年度 男 女 計 男 女
17 21 39 60 35％ 65％
18 20 44 64 31％ 69％
19 20 33 53 38％ 62％
20 25 40 65 38％ 62％
21 18 29 47 38％ 62％
22 14 20 34 41％ 59％
23 13 20 33 39％ 61％
24 14 32 46 30％ 70％
25 10 19 29 34％ 66％
合計 155 276 431 ― ―
平均 17 55 48 36％ 64％

（日本大学国際関係学部教員免許取得者データをもとに執筆者が
表作成）

表４　学校種別女子教員及び女子在学者の割合（抄）

年次 中学校 高等学校

昭
和

25 1950 23.7 18.8
30 1955 22.9 17.6
35 1960 21.7 17.1
40 1965 25.3 17.2
45 1970 26.5 16.7
50 1975 29.4 17.0
55 1980 32.0 17.9
60 1985 33.9 18.7

平
成

2 1990 36.4 20.5
7 1995 39.2 23.2
12 2000 40.5 25.6
17 2005 41.1 27.6

上記の表４からわかるとおり、最近₁₀年において
は女子教員割合は中学校が４割程度、高等学校では
２割５分程度である。この結果から、「ジェンダーに
敏感な教育」の実践者である教員の養成は、実際の
男女別の就業率は男子教員が中学では６割とやや多
く、高校では７割にのぼり多いことから、どの大学
でも教職課程では男女別の教育は展開していないと
考えられ懸念する必要はないが、一般教育や専門教
育においてジェンダーを学ぶ割合は男（₅7％）女
（7₅％）と差が生じている観点を、今後の「ジェン
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その情況の中で教員は「ジェンダーに敏感な教育」
者としての資質と力量を教員養成期に積極的に獲得
する必要がある。教員養成を担当する大学や大学教
職課程はそのための方法や機会を設定する必要があ
るのである。その際、必要な観点にはジェンダーや
ジェンダー形成について何を学ばせ体験させるのか
などの内容、時期、方法、などを教職課程内に限ら
ず、大学教育課程全体の中でジェンダー関連科目の
設置等を履修状況等を参考にしながら考慮する必要
がある。また、その際に教員の男女別就業率など実
社会の男女や人のありようを参考とする必要もあろ
う。
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